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化学部 

 

 化学部の主な業務は、廃棄物、土壌等に関する試験検査及び調査研究である。令和 2 年度に実施した試験

検査等は 679検体、計 6,074 項目で、その内訳は表 1のとおりである。 

 

1 試験検査実施状況 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、栃木県廃棄物処理に関する指導要綱等に基づく検査や、調査研究に

係る試験を実施した。 

1.1 廃棄物関係 

 産業廃棄物最終処分場等の浸透水、周辺井戸水、環境水等や、後述の廃プラスチック類に係る調査研究に

ついて、665 検体、計 3,962 項目の検査等を実施した。検査等にあたっては、内部精度管理も行い、分析の精度

の確認、向上及び信頼性の確保を図っている。なお、精度管理には、環境省の環境測定分析統一精度管理調

査分を含む。 

1.2 土砂関係 

 土砂関係について、9検体、計 33項目の検査等を実施した。検査等にあたっては、内部精度管理も行い、分

析の精度の確認、向上及び信頼性の確保を図っている。 

1.3 その他 

 後述の「Ⅱ型共同研究」について、5 検体、計 2,079 項目の試験を行った。 

 

2 調査研究 

2.1 県内の環境中に排出される廃プラスチック類に関する調査 

県内の環境中(主に河川)に排出される廃プラスチック類について、漂流・漂着廃プラスチック類の実態を

把握し、発生抑制対策や普及啓発、環境学習等への活用方法を検討する基礎資料を得ることを目的として、

令和元年度から 3ヵ年計画で調査を開始した。結果を「Ⅴ 研究ノート」に記載した。 

2.2 災害時等の緊急調査を想定した GC/MSによる化学物質の網羅的簡易迅速測定法の開発 

国立環境研究所と地方環境研究機関（令和 2年度：37自治体）との共同研究である「Ⅱ型共同研究」に、

令和元年度から 3ヵ年計画で参画している。 

 

3 その他 

3.1 有害物質含有廃液の搬入等に関する説明会 

 例年、県の試験研究機関等を対象に、有害物質含有廃液の搬入等に関する説明会を開催し、廃液の管理や

廃棄物データシートの作成方法等について説明しているが、新型コロナ感染症対策のため、音声付き資料等

を配付する形で代替した。 

3.2 ダイオキシン類環境調査委託業務に係る検査 

 県が委託により実施した標記調査について、環境保全課の依頼により、検査職員を派遣した。 

3.3 マイクロプラスチック調査に関する情報交換等 

 令和 3 年度から参画予定の「河川プラスチックごみの排出実態把握と排出抑制対策に資する研究」（Ⅱ型

共同研究：28自治体参加予定）について、国立環境研究所及び代表地方環境研究機関（大阪市）と事前打合

せを行い、情報収集及び意見交換を行った。 
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表 1 令和 2年度試験検査実施状況 

区                    

分 

  

  
行政検査 調査研究 精度管理 合  計 

検体数 項目数 検体数 項目数 検体数 
項目

数 

検体

数 

項目

数 

一般廃棄物関係                   

産業廃棄物関係                   

  処分場浸透水、排水   39  333          39  333  

  処分場周辺地下水、井水   54  1,287      139  572  193  1,859 

  河川水、環境水   29  626          29  626  

 廃棄物等    404 1,144   404 1,144 

  その他                  

事故関係                   

土砂関係   3  23      6  10  9  33  

放射能関係          

廃液排出                   

その他       5  2,079      5  2,079  

合計   125 2,269  409  3,223  145  582  679  6,074 

 


